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２０１３年度中間決算概況（連結）

（*1） ＮＫＳＪホールディングスの設立にあたり、企業結合の会計処理として「パーチェス法」を適用している。ＮＫＳＪホールディングス連結では、日本興亜損保の資産・負債を経営

統合時の時価で取得し、これを簿価としている。（日本興亜損保連結上の認識簿価とHD連結上の認識簿価が相違。） したがって、日本興亜損保連結上の売却損益等

を修正する必要がある。この修正は上記「連結調整」に含めている。

2012年度
中間

2013年度
中間

増減

経常収益（NKSJHD連結） 13,657 14,596 ＋939 (＋6.9%)

正味収入保険料 10,386 11,189 +803(+7.7%)

生命保険料 1,239 1,339 +99(+8.0%)

経常利益（NKSJHD連結） △550 537 +1,087

損保ジャパン＋日本興亜損保 △122 418 +540

ＮＫＳＪひまわり生命 25 54 +29

海外グループ会社 41 81 +40

その他・連結調整（*1） △493 △17 +476

当期純利益（NKSJHD連結） △373 291 +664

損保ジャパン＋日本興亜損保 △54 199 +254

ＮＫＳＪひまわり生命 13 33 +19

海外グループ会社 27 65 +37

その他・連結調整（*1） △359 △6 +353

 トップラインは引き続き順調に増加

 連結ベースの経常利益、当期純利益とも大幅増益

（単位：億円）

業績動向
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①コア保険引受利益※

②異常危険準備金積増

（タイの洪水を除く） ③タイの洪水 ④保険引受利益

2

中間決算のポイント（損保の保険引受利益）

 保険料の増収および支払保険金の減少により、コア保険引受利益※は大幅に改善

保険引受利益（SJ＋NK)のブレークダウン

△２５２億円

＋９５億円

△６７億円

（億円）

主に支払進捗に伴う異常危険

準備金取り崩し効果

＋８８億円

火災保険を中心とした異常危険準備金

積増しのマイナス影響

※コア保険引受利益は、保険引受利益から異常危険準備金積増

およびタイの洪水に係る影響を除いたもの

業績動向

2012年度
中間実績

①
△463億円

②
＋330億円（取り崩し）

③
＋179億円

④
46億円

５５１億円改善
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①ＳＪ＋ＮＫ

保険引受利益

②ＳＪ＋ＮＫ

資産運用粗利益

③ＳＪ＋ＮＫ

その他

④ＮＫＳＪ

ひまわり生命

⑤海外グループ会社 ⑥その他

連結調整等

⑦経常利益

中間決算のポイント（連結経常利益）

 連結経常利益は５３７億円

 国内損保における資産運用粗利益のほか、生保事業、海外保険事業が利益貢献

△８０億円

＋５４億円

＋８１億円

△１７億円

５３７億円

（億円）

△６７億円

＋５６６億円

安定した利配収入の獲得や
有価証券売却益が寄与

経常利益のブレークダウン

生保・海外は利益貢献

※前ページご参照

業績動向

2012年度
中間実績

①
+46億円

②
△107億円

③
△61億円

④
+25億円

⑤
+41億円

⑥
△493億円

⑦
△550億円
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ひまわり生命 ③海外グループ会社

④その他

連結調整等 ⑤当期純利益

中間決算のポイント（連結当期純利益）

 すべての事業が利益貢献し、当期純利益は２９１億円と大幅増益

当期純利益のブレークダウン

＋１９９億円
＋３３億円 △６億円

２９１億円＋６５億円

業績動向

2012年度
中間実績

①
△54億円

②
＋13億円

③
＋27億円

④
△359億円

⑤
△373億円

（億円）
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通期業績予想概況（連結）

5

（単位：億円）

2012年度

実績

2013年度

期初予想

2013年度

修正予想

対前年

増減

対期初予想

増減

経常収益（NKSJHD連結） 28,432 28,600 29,100 +667 (+2.3%) +500 (+1.7%)

正味収入保険料 20,626 22,270 22,300 +1,673 (+8.1%) +30 (+0.1%)

生命保険料 2,647 2,695 2,795 +147 (+5.6%) +100 (+3.7%)

経常利益（NKSJHD連結） 1,047 810 1,380 +332 (+31.7%) +570 (+70.4%)

損保ジャパン＋日本興亜損保 1,296 1,149 1,494 +198 (+15.3%) +345 (+30.1%)

ＮＫＳＪひまわり生命 80 100 103 +23 (+29.5%) +3 (+3.7%)

その他・連結調整(*) △328 △439 △218 +110 － +220 －

当期純利益（NKSJHD連結） 436 340 720 +283 (+65.1%) +380 (+111.8%)

損保ジャパン＋日本興亜損保 624 630 806 +181 (+29.1%) +176 (+28.0%)

ＮＫＳＪひまわり生命 44 60 62 +18 (+41.5%) +2 (+3.7%)

その他・連結調整(*) △232 △350 △148 +83 － +201 －

（*）ＮＫＳＪホールディングスの設立にあたり、企業結合の会計処理として「パーチェス法」を適用している。ＮＫＳＪホールディングス連結では、日本興亜損保の資産・負債を
経営統合時の時価で取得し、これを簿価としている。（日本興亜損保連結上の認識簿価とHD連結上の認識簿価が相違。）
したがって、日本興亜損保連結上の売却損益等を修正する必要がある。この修正は上記「連結調整」に含めている。

 国内損保事業の増益を主因に、通期業績予想を上方修正

業績動向
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業績予想のポイント（連結経常利益）

 連結経常利益は１,３８０億円の見込み
・保険引受利益： 自動車保険の商品・料率改定などを背景に着実に収支改善が進展

・資産運用利益： 安定した利配収入、有価証券売却益が利益に寄与

・ ひまわり生命 ： １０３億円の利益貢献

①コア保険引受利益＊1

④資産運用粗利益
＋1,640億円

⑥ＮＫＳＪ
ひまわり生命
＋103億円

1,380億円

＊2 連結調整等は、主にパーチェス修正額（△276億円）

⑦その他・
連結調整等*2

△218億円

連結経常利益の主要構成要素

⑤SJ＋NK
その他要因
△211億円

損保ジャパン＋日本興亜損保

＊１ コア保険引受利益は、保険引受利益から異常危険準備金積増
およびタイの洪水に係る影響を除いたもの

⑧経常利益

業績動向

＋115億円

②異常危険準備金積増
（タイの洪水除く）

△243億円

＋194億円

③タイの洪水

12年度実績 ①△621億円 ② +112億円 ③+339億円 ④+1,599億円 ⑤△133億円 ⑥ +80億円 ⑦△328億円 ⑧1,047億円

13年度期初予想 ① +46億円 ②△311億円 ③+163億円 ④+1,467億円 ⑤△216億円 ⑥+100億円 ⑦△439億円 ⑧ 810億円

（単位：億円）
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 トップラインは2011年度以降増収基調が継続

国内損保事業

保険料

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※営業成績保険料ベース

四半期増率推移（一般種目計、前年同期比）
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 自動車保険の収支改善および自然災害の減少により前中間期から大幅に低下

 通期でも着実な改善を見込む

損害率の推移（除く自賠責・金融保証・家計地震）

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※ 損害率はＷ／Ｐベース（含む損調費）

国内損保事業

損害率

63.4%

71.1%
72.1%

68.9%

64.4%

61.8%

70.1%

64.1%
62.5%

60.4%

50%

60%

70%

80%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

損害率（除く自賠責・金融保証・家計地震） 参考：損害率（除く自賠責・金融保証・家計地震・国内自然災害、タイの洪水）

68.1%

60.4%

61.0%

55.1%

2012年度中間 2013年度中間

中間期の推移
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 事業費率、社費率ともに着実に低下

事業費率の推移（除く自賠責・金融保証・家計地震）

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※ 社費率は、保険引受に係る営業費及び一般管理費の正味保険料に対する比率

国内損保事業

事業費率

35.7% 35.2% 35.5% 35.2% 34.6%

17.1% 16.5% 16.5% 16.0% 15.1%

0%

10%

20%

30%

40%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

事業費率 社費率

35.3% 34.4%

16.3% 14.9%

2012年度中間 2013年度中間

中間期の推移
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100.5% 100.4%

107.5%

104.1%

99.0%

98.9% 99.4%
98.8%

97.3%

95.1%
92%

96%

100%

104%

108%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

コンバインドレシオ（除く自賠責・金融保証・家計地震） 参考：コンバインドレシオ（除く自賠責・金融保証・家計地震・国内自然災害、タイの洪水）
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 コンバインドレシオ（2013年度予想）は99.0％と100％を切る見込み

コンバインドレシオの推移（除く自賠責・金融保証・家計地震）

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値

国内損保事業

コンバインドレシオ

103.5%

94.9%

94.9%

90.9%

85%

90%

95%

100%

105%

2012年度中間 2013年度中間

中間期の推移
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70.7%
72.3% 72.2%

70.6%

67.2%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

(予想)

69.6%

64.4%

2012年度

第2Q

2013年度

第2Q

自動車保険 ～収支の状況

国内損保事業

◆損害率は低下傾向
－ 商品・料率改定効果が発現
－ 事故受付件数の減少傾向が継続（次ページ参照）
－ 一方、修理費単価は上昇傾向

※損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※損害率はＷ／Ｐベース（含む損調費）

：損害率

コンバインドレシオ

104.9% 104.7% 103.1%

中間期の推移

98.8%104.0% 102.3% 96.2%
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自動車保険 ～事故受付件数

 2012年度第４Ｑ以降、減少傾向が顕著

※損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※事故受付件数対前比は暦影響を調整している。
※各期の特殊要因（東日本大震災、 2011年度発生の台風12号、台風15号および2012年度発生の爆弾低気圧）を除いている。

国内損保事業
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国内損保事業の業績予想

2012年度
実績

2013年度

期初予想

2013年度

修正予想

対前年

増減

対期初予想

増減

正味収入保険料 19,662 20,350 20,481 +819 (+4.2%) +130 (+0.6%)

（除く自賠責） 16,917 17,426 17,510 +593 (+3.5%) +84 (+0.5%)

正味損害率 72.0% 68.0% 67.2% △4.7pt △0.7pt

（除く金融保証・自賠責） 68.8% 64.8% 64.4% △4.5pt △0.4pt

（除く金融保証・自賠責・特殊要因） 67.2% 63.3% 63.1% △4.1pt △0.2pt

ＥＩ損害率（除く自賠責・家計地震） 67.8% 64.6% 64.1% △3.7pt △0.5pt

（除く金融保証・特殊要因） 68.2% 64.4% 64.3% △3.9pt △0.1pt

正味事業費率 33.4% 32.8% 32.6% △0.8pt △0.2pt

（除く自賠責） 35.2% 34.9% 34.6% △0.6pt △0.3pt

コンバインドレシオ 105.4% 100.8% 99.8% △5.6pt △1.0pt

（除く金融保証・自賠責） 104.1% 99.7% 99.0% △5.1pt △0.7pt

（除く金融保証・自賠責・特殊要因） 102.5% 98.2% 97.7% △4.8pt △0.5pt

保険引受利益 △169 △102 65 + 235 (－) + 167 (－)

資産運用粗利益 1,599 1,467 1,640 + 40 (+2.6%) + 172 (+11.8%)

経常利益 1,296 1,149 1,494 +198 (+15.3% ) +345 (+30.1% )

当期純利益 624 630 806 +181 (+29.1% ) +176 (+28.0% )

（単位：億円）

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値
※上表の特殊要因は東日本大震災とタイの洪水の影響とする

国内損保事業
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国内損保事業の業績予想の前提

※ 損保ジャパン、日本興亜損保の合算値

期初予想 修正予想

国内自然災害（当年度発生） 380億円 465億円

タイの洪水

正味支払保険金：211億円

※海外子会社負担分を除く

（2014年度に残額の61億円支払うと仮定）

正味支払保険金：185億円

※海外子会社負担分を除く

（2014年度に残額の49億円支払うと仮定）

異常危険準備金 154億円の繰入れ(ネット） 94億円の繰入れ(ネット）

異常危険準備金繰入率
火災グループの繰入率：ＳＪ：10.0％、ＮＫ：9.2％

自動車グループの繰入率：ＳＪ：5.5％、ＮＫ：6.2％

火災グループの繰入率：ＳＪ：10.0％、ＮＫ：8.9％

自動車グループの繰入率：ＳＪ：5.5％、ＮＫ：6.2％

資産運用の前提

以下の水準を想定

＜株価＞ 日経平均：12,397円

＜金利＞ 10年国債：0.55%

＜為替＞ ドル円：94.05円、ユーロ円：120.73円

以下の水準を想定

＜株価＞ 日経平均：14,455円

＜金利＞ 10年国債：0.69%

＜為替＞ ドル円：97.75円、ユーロ円：131.87円

利息及び配当金収入 グロス：1,000億円 ネット：537億円 グロス：1,078億円 ネット：615億円

有価証券キャピタル損益
有価証券売却損益：1,000億円

有価証券評価損：30億円

有価証券売却損益：1,197億円

有価証券評価損：140億円

価格変動準備金 76億円の繰入れ（ネット） 80億円の繰入れ（ネット）

国内損保事業
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 中間期末後に発生した台風等により、通期発生損害見込額を465億円に修正（期初380億円）

国内自然災害の年度別推移
（当年度発生のみ）

＊損保ジャパン、日本興亜損保の合算値

＊除く東日本大震災

国内自然災害

国内損保事業
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タイの洪水

 異常危険準備金取崩し等により、グループ計で125億円の利益計上

2012年度

までの累計
2013年4－9月

2013年

9月末累計

グループ計 グループ計 損保ジャパン 日本興亜損保
海外連結

子会社
グループ計

正味支払保険金 512 140 29 50 59 652

支払備金積増 360 △214 △36 △89 △89 146

正味発生損害額※ 873 △74 △6 △38 △29 798

異常危険準備金積増 △428 △50 - △50 - △479

経常利益への影響額※ △444 125 6 89 29 △319

(単位：億円）

国内損保2社で95億円

※2011年度の海外非連結子会社株式の評価損70億円を除く

国内損保事業
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 前年度に引き続き、今年度も積極的な政策株式の削減を継続

 前年度と同水準の資産運用粗利益を見込む

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

ネット利息及び

配当金収入

有価証券

売却損益

有価証券

評価損

金融派生

商品損益

その他

（為替差損益等）

資産運用

粗利益

615億円

1,197億円 △140億円
△45億円

2013年度業績予想 資産運用粗利益（ＳＪ＋ＮＫ）のブレークダウン

1,640億円13億円

主に株式削減
等に伴う売却益

2013年度中間実績 342億円 358億円 △112億円 △42億円 20億円 566億円

2012年度実績 673億円 1,258億円 △268億円 80億円 15億円 1,599億円

資産運用損益

国内損保事業
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ＡＮＰ、保有ＡＰ

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度予想

増減
2012年度

中間

2013年度

中間
増減

新契約高 30,673 29,683 30,433 － － 13,870 12,939 △6.7 （%）

新契約年換算保険料 381 367 385 － － 172 150 △12.4 （%）

保険料等収入 3,551 3,601 3,707 3,828 + 3.3（%） 1,779 1,824 +2.5 （%）

（除く一時払保険料） 3,306 3,458 3,653 3,777 + 3.4（%） 1,757 1,804 +2.7 （%）

経常利益 18 42 114 138 + 21.0（%） 44 73 +63.0 （%）

当期純利益 △17 △111 44 62 + 41.5（%） 13 33 +146.1 （%）

2012年度末
2013年度

9月末
増減

保有契約高 191,647 196,816 + 5,168（+2.7%）

保有契約年換算保険料 3,005 3,043 + 38（+1.3%）

（単位：億円）

※契約高および年換算保険料は、個人保険と個人年金保険の合計。

 保有拡大に伴う保険料収入の増加および当期純利益の増益基調を維持

 保有契約の保障性商品シフトが継続

増減

保障性 ＋37

貯蓄性 ＋ 1

合計 + 38

内訳

（単位：億円）

（単位：億円）

国内生保事業
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3,306 3,458 3,653 3,777

0

1,000

2,000

3,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

(億円)

19

 利益率の低い一時払を除いたベースの保険料等収入は順調に増加

246
143

53 51

0
100
200
300
400
500

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

(億円)

保険料等収入（一時払）

保険料等収入（除く一時払）

保険料等収入

国内生保事業

21 19

2012年度中間 2013年度中間

1,757 1,804

2012年度中間 2013年度中間
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会計利益

2020

△17

△111

44
62

△150

△100

△50

0

50

100

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

 基礎利益は保有契約の積み上がりにより増加傾向持続
 当期純利益は黒字が定着し、増益を見込む

※経常利益から有価証券の売却損益などのキャピタル損益と危険準備金繰入などの臨時損益を控除したもので、一般事業会社の営業利益や銀行の業務純益に近いもの。

・2011年度の主な特殊要因
①合併関連特別損失 △117億円
②法人税税率変更による影響 △ 36億円

8

58

121
135

0

50

100

150

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

（億円）
基礎利益※

当期純利益

国内生保事業

51
74

2012年度

中間

2013年度

中間

13
33

2012年度

中間

2013年度

中間

(億円)
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2011年度 2012年度 2013年度

実績 実績 予想 増減

新契約価値※1 464 471 530 + 59

保有契約価値の割戻し 257 338 390 + 52

小計 721 809 920 + 111

保険関係の前提条件の変更等 279 269 30 ▲239

修正EV増加額 1,000 1,078 950 ▲128

その他の要因※２ 640 ▲204 - + 204

経済的前提条件と実績の差異 ▲157 ▲280 - + 280

EV増減 1,483 594 950 + 356

年度末EV 6,153 6,748 7,698 + 950

※1 MCEVの2011年度決算開示資料の528億円から法人税減税影響64億円を控除
（控除した64億円はその他の要因640億円に含めている）

※2 その他の要因
　　①2011年度実績：法人税減税およびﾓﾃﾞﾙの精緻化等
　　②2012年度：ヘッジ不能リスクにおける解約リスク係数の変更・消費税増税等

（単位：億円）

EV

 修正EV増加額は、好調な保障性商品販売により、高い水準で推移

・経済的前提条件と実績の差異、その他の要因があり、
MCEV増減と修正EV増加額は一致しない。

4,671

6,153
6,748

7,698

+950

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

予想

（億円）

MCEV推移

国内生保事業
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収入保険料・当期純利益の推移

643 680 
987 

1,529 

0 

600 

1,200 

1,800 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

（今回予想）

（億円）

 トップライン、ボトムラインとも計画対比で概ね順調に進捗

23

△197

118
65

△240

△120

0

120

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

（今回予想）

（億円）

59 49

2012年度

中間

2013年度

中間

460 
737 

2012年度

中間

2013年度

中間

収
入
保
険
料

当
期
純
利
益

海外保険事業

※収入保険料は、連結子会社、持分法適用会社ともに、持分割合を反映した数値を記載しており、連結財務諸表とは基準が異なる。
※当期純利益は、持分割合反映後、のれん償却などの連結修正反映前（2012年度のテネットソンポ（旧ＳＪシンガポール）、ＳＪＮＫヨーロッパ（旧ＳＪヨーロッパ）、

ＳＪＡＨを除く）の数値。
※SJシンガポールは2013年1月にテネットと統合し、テネットソンポとなった。
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地域別業績概況

 ブラジル、トルコを中心に収入保険料を拡大

9 7 
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△12

49
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南米 計

（億円）

当期純利益

2012年4-9月 2013年4-9月

45 29 

164 

220 

460 

67 
27 

231 

410 

737 
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500 
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700 

800 

北米 欧州 アジア

・中東

南米 計

（億円）

収入保険料

2012年4-9月 2013年4-9月

タイの洪水に係る支払
備金戻入益28億円

（テネットソンポ）

海外保険事業

※収入保険料は、連結子会社、持分法適用会社ともに、持分割合を反映した数値を記載しており、連結財務諸表とは基準が異なる。
※当期純利益は、持分割合反映後、のれん償却などの連結修正反映前（2012年度のテネットソンポ（旧ＳＪシンガポール）とＳＪＮＫヨーロッパ（旧ＳＪヨーロッパ）を除く）の数値。
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資料編

決算概況
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資料編

保険料

元受正味保険料（除く収入積立保険料） （単位：百万円）

2011年度中間 2012年度中間 2013年度中間 2010年度中間
損保ジャパン 日本興亜損保 損保ジャパン 日本興亜損保 損保ジャパン 日本興亜損保

金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率

火災 87,546 + 4,234 + 5.1% 58,099 + 2,549 + 4.6% 89,914 + 2,367 + 2.7% 58,028 △ 70 △ 0.1% 94,841 + 4,927 + 5.5% 59,366 + 1,337 + 2.3%

海上 16,035 △ 59 △ 0.4% 7,465 + 55 + 0.7% 16,567 + 531 + 3.3% 7,065 △ 399 △ 5.4% 18,604 + 2,037 + 12.3% 7,645 + 579 + 8.2%

傷害 70,150 + 2,107 + 3.1% 26,703 △ 106 △ 0.4% 70,839 + 688 + 1.0% 26,981 + 277 + 1.0% 71,138 + 299 + 0.4% 26,433 △ 547 △ 2.0%

自動車 319,777 △ 37 △ 0.0% 158,691 + 667 + 0.4% 326,925 + 7,147 + 2.2% 161,738 + 3,046 + 1.9% 338,639 + 11,713 + 3.6% 162,440 + 701 + 0.4%

自賠責 97,618 + 6,823 + 7.5% 42,796 + 3,344 + 8.5% 101,658 + 4,040 + 4.1% 44,832 + 2,036 + 4.8% 112,839 + 11,180 + 11.0% 49,087 + 4,254 + 9.5%

その他 98,926 △ 698 △ 0.7% 46,621 + 306 + 0.7% 103,289 + 4,363 + 4.4% 47,597 + 975 + 2.1% 112,986 + 9,696 + 9.4% 49,267 + 1,670 + 3.5%

(うち賠償責任) (63,770) (△ 1,254) (△ 1.9%) (24,893) (+ 678) (+ 2.8%) (64,157) (+ 387) (+ 0.6%) (25,077) (+ 184) (+ 0.7%) (68,843) (+ 4,685) (+ 7.3%) (25,179) (+ 101) (+ 0.4%)

全種目 690,055 + 12,370 + 1.8% 340,378 + 6,816 + 2.0% 709,193 + 19,137 + 2.8% 346,244 + 5,866 + 1.7% 749,049 + 39,856 + 5.6% 354,240 + 7,995 + 2.3%

全種目 (除く自賠責) 592,437 + 5,546 + 0.9% 297,581 + 3,472 + 1.2% 607,535 + 15,097 + 2.5% 301,411 + 3,829 + 1.3% 636,210 + 28,675 + 4.7% 305,153 + 3,741 + 1.2%

正味収入保険料 （単位：百万円）

2011年度中間 2012年度中間 2013年度中間 2010年度中間
損保ジャパン 日本興亜損保 損保ジャパン 日本興亜損保 損保ジャパン 日本興亜損保

金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率 金額 増減 増減率

火災 71,138 + 3,619 + 5.4% 44,278 + 1,884 + 4.4% 74,760 + 3,621 + 5.1% 39,857 △ 4,420 △ 10.0% 84,342 + 9,582 + 12.8% 44,453 + 4,595 + 11.5%

海上 12,522 △ 417 △ 3.2% 6,894 △ 54 △ 0.8% 12,988 + 466 + 3.7% 6,583 △ 310 △ 4.5% 15,057 + 2,068 + 15.9% 7,707 + 1,123 + 17.1%

傷害 69,476 + 1,688 + 2.5% 27,314 △ 25 △ 0.1% 70,399 + 922 + 1.3% 27,904 + 589 + 2.2% 71,043 + 644 + 0.9% 28,080 + 176 + 0.6%

自動車 320,882 + 1,105 + 0.3% 158,832 + 890 + 0.6% 327,952 + 7,069 + 2.2% 161,576 + 2,743 + 1.7% 339,640 + 11,688 + 3.6% 162,227 + 651 + 0.4%

自賠責 86,267 + 801 + 0.9% 38,556 + 276 + 0.7% 95,798 + 9,530 + 11.0% 43,086 + 4,530 + 11.7% 100,442 + 4,643 + 4.8% 45,192 + 2,106 + 4.9%

その他 87,776 △ 2,415 △ 2.7% 43,935 + 256 + 0.6% 87,581 △ 194 △ 0.2% 43,567 △ 368 △ 0.8% 92,998 + 5,416 + 6.2% 45,207 + 1,640 + 3.8%

(うち賠償責任) (59,260) (△ 1,144) (△ 1.9%) (23,967) (+ 702) (+ 3.0%) (58,053) (△ 1,206) (△ 2.0%) (24,085) (+ 117) (+ 0.5%) (61,918) (+ 3,864) (+ 6.7%) (24,592) (+ 506) (+ 2.1%)

全種目 648,064 + 4,382 + 0.7% 319,812 + 3,228 + 1.0% 669,481 + 21,416 + 3.3% 322,577 + 2,764 + 0.9% 703,526 + 34,045 + 5.1% 332,869 + 10,292 + 3.2%

全種目 (除く自賠責) 561,797 + 3,580 + 0.6% 281,255 + 2,951 + 1.1% 573,682 + 11,885 + 2.1% 279,490 △ 1,765 △ 0.6% 603,083 + 29,401 + 5.1% 287,676 + 8,186 + 2.9%

（参考）自動車保険の台数・単価対前年同期比（2013年9月末）  ＊営業成績保険料ベース

台数 単価 保険料 台数 単価 保険料

ノンフリート △ 0.3% + 4.8% + 4.5% △ 3.1% + 4.4% + 0.5%

フリート + 1.8% + 3.5% + 5.4% △ 7.4% + 12.8% + 5.1%

合計 + 0.1% + 4.5% + 4.6% △ 4.0% + 6.0% + 1.3%

損保ジャパン 日本興亜損保
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保険金・損害率
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自然災害
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事業費
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コンバインドレシオ
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責任準備金
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支払備金
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異常危険準備金
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業績予想 － 概況
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業績予想 － 前提
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業績予想 － 保険料
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業績予想 － 保険金、Ｗ／Ｐ損害率
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業績予想 － Ｅ／Ｉ 損害率
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業績予想 － 事業費
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業績予想 － 社費
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ソルベンシー・マージン比率（損保）
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運用資産残高
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資産運用損益



44

資料編

資産運用利回り（損保ジャパン）



45

資料編

資産運用利回り（日本興亜損保）
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（注1）ABS-CDO（2次証券化商品）とは、 RMBSやCDO、CLO等の証券化商品を裏付として更に証券化した2次証券化商品

（注2）企業CDO（1次証券化商品）とは、社債や企業融資、個別銘柄のCDSなど企業の信用リスクを直接の裏付資産としている1次証券化商品

（注3）RMBSとは、住宅ローンを裏付として発行される証券化商品

（注4）海外ABSは、主に企業関連与信（リース債権等）などが占める。

（注5）元受にはモノライン保証債に対する金融保証保険（11億円）を含む。

（注6）特約受再とは、元受会社が引受けた保険契約の一定割合を再保険として引受ける契約

（注7）損失（0.3億円）の内訳は、支払保険金△1.3億円、支払備金増減による影響 +1億円。

なお、金融保証保険は保険契約であるため、評価損益、含み損益はない。

(注１）

(注２）

(注３）

(注４）

(注５） (注６） (注７）

資料編

金融保証
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販売チャネル別営業成績
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セゾン自動車火災、そんぽ２４
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 損保ジャパンと日本興亜損保はいずれも、2010年度以降

3回の商品・料率改定を実施

 段階的に効果が表れ、保険料収入の増加に寄与

 2012年度にはノンフリート等級制度改定が実施され、2012

年10月1日以降順次適用

 中長期的に収支改善に寄与

自動車保険：収支改善の取組み

料率改定および等級制度改定の結果、自動車保険の収支は改善を見込む

自動車保険の料率改定と等級制度改定 収支改善の取組み

損保ジャパン

日本興亜損保

損害保険

料率算出機構

4月

+0.8%

4月

+1.7%

12月

+1.4%

1月

+1.8%

4月

<等級制度改定>

10月

2011年度 2012年度 2013年度2010年度

<反映>

4月

+2.1%

10月

4月

+2.0%

資料編



50

 契約者の過去の事故歴に応じたリスクを保険料に反
映させるためにリスクを1～20等級に区分

 等級ごとに等級係数（割増引率）を設定

 1年間無事故の場合は翌年度の等級が1等級上がり、
事故があった場合は3等級下がる（“3等級ダウン事
故”）

 車両盗難、飛び石、落書き等一定の事故形態の場
合は等級を据え置き（“等級据え置き事故”）

 継続契約について、7～20等級の係数を「無事故係数」
と「事故有係数」に細分化

 全ての等級について直近のリスク実態を反映し等級係
数（割増引率）を見直し

 等級据え置き事故の取り扱いを廃止し、「1等級ダウン
事故」に

 事故有係数を適用する期間1は、3等級ダウン事故1件
につき3年間（1等級ダウン事故は1年間）

 事故有契約者は負担保険料に比較してリ
スク実態が高い

 無事故契約者は負担保険料に比較してリ
スク実態が低い

現行の等級制度は事故有契約者が本来負担すべき保険料の一部を無事故契約者が負担している構造であった。改定後、契約者のリス
ク実態により見合った料率水準が実現

旧等級制度

概要 問題点 概要

（例）18等級のお客さまに事故があり、保険金の支払いを受けた場合

改定等級制度

改定前

改定前
係数

改定前
係数

改定前
係数

18等級
-59%

15等級
-52%

16等級
-55%

17等級
-57%

18等級
-59%

<1年後> <2年後> <3年後> <4年後>

改定後

無事故係数 事故有係数 無事故係数

18等級
-54%

15等級
-33%

16等級
-36%

17等級
-38%

18等級
-54%

<1年後> <2年後> <3年後> <4年後>

現行制度からの実質的値上げ率2 => 39.6% 42.2% 44.2%

自動車保険: 等級制度改定（2012年度10月1日より順次適用）

資料編

1. 6年間が上限
2. 実質的値上げ率＝事故有係数（割増引率適用後）／改定前係数（割増引率適用後）
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生保 － 主要指標
新契約 （単位：万件、百万円）

2011年度中間 2012年度中間 2013年度中間 2009年度中間

損保ジャパンひまわり生命 日本興亜生命 NKSJひまわり生命 NKSJひまわり生命

数値
前年同期比

増減
前年同期比

増減率
数値

前年同期比
増減

前年同期比
増減率

数値
前年同期比

増減
前年同期比

増減率
数値

前年同期比
増減

前年同期比
増減率

新契約件数 17 + 1 + 9.0% 7 + 1 + 35.1% 19 △ 5 △ 20.8% 17 △ 2 △ 11.3%

新契約高 1,120,667 △ 16,576 △ 1.5% 476,684 + 83,790 + 21.3% 1,411,112 △ 186,239 △ 11.7% 1,325,518 △ 85,594 △ 6.1%

  (個人保険） 1,110,784 (△ 16,052) (△ 1.4%) 466,305 (+ 85,253) (+ 22.4%) 1,382,201 (△ 194,888) (△ 12.4%) 1,290,464 (△ 91,736) (△ 6.6%)

  （個人年金保険） 993 (△ 68) (△ 6.5%) 7,953 (+ 2,435) (+ 44.1%) 4,817 (△ 4,129) (△ 46.2%) 3,523 (△ 1,294) (△ 26.9%)

  （団体保険） 8,889 (△ 454) (△ 4.9%) 2,425 (△ 3,897) (△ 61.6%) 24,093 (+ 12,778) (+ 112.9%) 31,530 (+ 7,436) (+ 30.9%)

  （団体年金保険） --- --- --- --- --- --- --- --- --- --- --- ---

年換算保険料 13,058 + 408 + 3.2% 6,340 + 1,084 + 20.6% 17,216 △ 2,182 △ 11.3% 15,080 △ 2,136 △ 12.4%

  (個人保険） 13,017 (+ 410) (+ 3.3%) 5,862 (+ 910) (+ 18.4%) 17,006 (△ 1,873) (△ 9.9%) 14,940 (△ 2,066) (△ 12.2%)

  （個人年金保険） 40 (△ 2) (△ 6.4%) 478 (+ 174) (+ 57.6%) 210 (△ 309) (△ 59.5%) 140 (△ 70) (△ 33.4%)

（うち第三分野） 6,579 (+ 887) (+ 15.6%) 1,200 (+ 29) (+ 2.5%) 6,760 (△ 1,019) (△ 13.1%) 6,258 (△ 502) (△ 7.4%)

保有契約 （単位：万件、百万円）

2011年度末 2012年度末 2013年度9月末 2009年度

NKSJひまわり生命 NKSJひまわり生命 NKSJひまわり生命

数値
前年度末比

増減

前年度末比

増減率
数値

前年度末比

増減

前年度末比

増減率
数値

前年度末比

増減

前年度末比

増減率

保有契約件数 289 + 27 + 10.3% 312 + 23 + 8.0% 320 + 8 + 2.6%

保有契約高 20,761,287 + 1,542,084 + 8.0% 22,281,909 + 1,520,622 + 7.3% 22,778,617 + 496,708 + 2.2%

  (個人保険） 17,375,330 (+ 1,453,109) (+ 9.1%) 18,879,699 (+ 1,504,368) (+ 8.7%) 19,398,235 (+ 518,536) (+ 2.7%)

  （個人年金保険） 284,382 (+ 5,281) (+ 1.9%) 285,051 (+ 669) (+ 0.2%) 283,376 (△ 1,675) (△ 0.6%)

  （団体保険） 3,101,574 (+ 83,693) (+ 2.8%) 3,117,158 (+ 15,584) (+ 0.5%) 3,097,005 (△ 20,152) (△ 0.6%)

  （団体年金保険） --- --- --- --- --- --- --- --- ---

年換算保険料 286,252 + 10,436 + 3.8% 300,504 + 14,251 + 5.0% 304,390 + 3,886 + 1.3%

  (個人保険） 270,285 (+ 10,095) (+ 3.9%) 283,952 (+ 13,667) (+ 5.1%) 287,388 (+ 3,435) (+ 1.2%)

  （個人年金保険） 15,967 (+ 340) (+ 2.2%) 16,551 (+ 584) (+ 3.7%) 17,002 (+ 451) (+ 2.7%)

（うち第三分野） 102,137 (+ 8,303) (+ 8.8%) 108,455 (+ 6,317) (+ 6.2%) 111,506 (+ 3,051) (+ 2.8%)

ＥＶの状況（MCEVベース） （単位：百万円）

2011年度 2012年度

NKSJひまわり生命 NKSJひまわり生命

金額 増減 金額 増減

年度末ＥＶ 615,340 + 148,265 674,815 + 59,474

  （純資産価値） 137,119 (+ 29,395) 208,556 (+ 71,436)

  （保有契約価値） 478,221 (+ 118,869) 466,259 (△ 11,961)

(うち新契約価値） 52,836 (+ 17,368) 47,088 (△ 5,748)

＊2011年度のNKSJひまわり生命の増減は、2010年度日本興亜生命のEVをMCEVﾍﾞｰｽに洗い替えた数値からの増減とした
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生保 － 損益

■損益の状況 （単位：百万円） （単位：百万円）

増減 増減率 増減 増減率

(+) 保険料等収入 :a1 177,443 177,906 182,426 + 4,520 +2.5%
(-) 保険金等支払金 :a2 84,435 84,404 83,320 △ 1,083 △1.3%
(-) 事業費 :a3 42,210 40,267 40,053 △ 214 △0.5%
(-) 支払備金積増額 :a4 △ 1,534 2,473 2,371 △ 101 △4.1%
(-) 責任準備金積増額 :a5 65,742 59,416 66,339 + 6,923 +11.7%
(+) 利息及び配当金収入 :a6 14,893 16,033 17,470 + 1,436 +9.0%
(+) その他経常収益費用 :a7 △ 3,104 △ 2,231 △ 405 + 1,826 △81.8%

 基礎利益 :A △ 1,620 5,146 7,406 + 2,260 +43.9% 13,571 + 1,466 +12.1%
(+) 有価証券売却損益 :b1 1,172 851 320 △ 531 △62.4%
(-) 有価証券評価損 :b2 --- 793 --- △ 793 △100.0%
(+) その他キャピタル損益 :b3 △ 13 △ 13 15 + 29 △217.6%

 キャピタル損益 :B 1,158 44 335 + 291 +660.1%
(-) 危険準備金積増額 :c1 1,015 695 418 △ 276 △39.7%
(+) その他臨時収益費用 :c2 △ 7 △ 3 △ 1 + 1 △49.0%

 臨時損益 :C △ 1,023 △ 698 △ 420 + 277 △39.8%

 経常利益 (A+B+C) :P △ 1,484 4,491 7,321 + 2,829 +63.0% 13,823 + 2,399 +21.0%
(+) 特別損益 :D △ 3,937 △ 160 △ 248 △ 87 +54.6%
(-) 契約者配当準備金繰入額 :E 1,480 1,955 1,846 △ 109 △5.6%
(-) 法人税・住民税（含調整額） :F △ 2,314 1,024 1,902 + 878 +85.7%

 当期利益 (P+D-E-F) △ 4,588 1,350 3,324 + 1,973 +146.1% 6,255 + 1,834 +41.5%

■総資産 （単位：百万円）

増減

総資産 1,809,210 1,972,630 2,035,054 + 62,423

■純資産 （単位：百万円）

増減
純資産 75,786 94,934 93,357 △ 1,576

2013年度（予想）
2012年度中間2011年度中間

2013年度中間

2011年度末 2012年度末
2013年度9月末

2011年度末 2012年度末
2013年度9月末
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ソルベンシー・マージン比率（生保）

（単位：百万円）

2011年度末 2012年度末 2013年度9月末

(A)　ソルベンシー・マージン総額 199,339 233,561 236,852

資本金等 63,208 67,630 71,098

価格変動準備金 1,881 2,218 2,421

危険準備金 22,677 24,398 24,817

一般貸倒引当金 19 19 12

その他有価証券の評価差額×90％（マイナスの場合100％） 16,358 35,357 28,996

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） --- --- ---

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 112,359 121,943 126,575

負債性資本調達手段等 --- --- ---

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本
調達手段等のうち、マージンに算入されない額

△ 24,430 △ 27,386 △ 27,928

持込資本金等 --- --- ---

控除項目 --- --- ---

その他 7,264 9,379 10,859

27,502 30,032 31,189

Ｒ1　 保険リスク相当額 11,109 12,088 12,388

Ｒ8   第三分野保険の保険リスク相当額 5,625 6,041 6,158

Ｒ2   予定利率リスク相当額 8,084 8,167 8,189

Ｒ3   資産運用リスク相当額 12,447 14,389 15,468

Ｒ4   経営管理リスク相当額 752 820 851

Ｒ7   最低保証リスク相当額 337 347 351

1449.5% 1555.3% 1518.7%

※2012年3月末より算出方法が変更されている。

(B)　リスクの合計額

     [√｛（Ｒ1＋Ｒ8）
2＋(Ｒ2＋Ｒ3＋Ｒ7)

2｝＋Ｒ4]

(C)ソルベンシー・マージン比率
  　(A)/｛1/2×(B)｝×100
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海外保険事業
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経営数値目標

2011年度
（実績）

2012年度
（実績）

2013年度
2015年度
（計画）

（期初予想） （修正予想）

国内損保事業 修正利益 △713 △89 129 253 700～800

損保2社数値目標

正味収入保険料 19,117 19,662 20,350 20,481 20,400

（除く自賠責） 16,540 16,917 17,426 17,510 17,400

正味損害率 81.9% 72.0% 68.0% 67.2% 65.6%

（除く自賠責・金融保証） 79.2% 68.8% 64.8% 64.4% 62.8%

正味事業費率 33.7% 33.4% 32.8% 32.6% 30.6%

（除く自賠責） 35.4% 35.2% 34.9% 34.6% 32.6%

コンバインドレシオ 115.6% 105.4% 100.8% 99.8% 96.2%

（除く自賠責・金融保証） 114.6% 104.1% 99.7% 99.0% 95.3%

国内生保事業 修正EV増加額 1,000 1,078 950 950 1,000～1,100

海外保険事業 財務会計上の当期純利益 △197 118 43 65 140～200

金融サービス事業等 財務会計上の当期純利益 △76 7 11 11 20～30

グループ合計 修正連結利益 12 1,116 1,135 1,280 1,800～2,100

修正連結ROE 0.1% 5.4% 4.9% 5.4% 7%以上

（単位：億円）
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修正利益等の定義

修正利益算出上の事業の定義 修正利益の算出方法

国内損害保険事業
損保ジャパン、日本興亜損保（2015年度
は損保ジャパン日本興亜）、そんぽ２４、
セゾン自動車火災の単体の合算

当期純利益
＋異常危険準備金繰入額（税引後）
＋価格変動準備金繰入額（税引後）
－有価証券の売却損益・評価損（税引後）
－特殊要因

国内生命保険事業 ＮＫＳＪひまわり生命
当期エンベディッド・バリュー（ＥＶ）増加額
－増資等資本取引
－金利等変動影響額

海外保険事業 海外保険子会社 財務会計上の当期純利益

金融サービス事業等
損保ジャパンＤＩＹ生命、金融サービス事
業、ヘルスケア事業など

財務会計上の当期純利益

修正連結ＲＯＥの算出方法

修正連結利益÷［連結純資産（除く生保子会社純資産）＋異常危険準備金（税引後）
＋価格変動準備金（税引後）＋生保子会社ＥＶ］

※分母は、期首・期末の平均残高

※ そんぽ２４、セゾン自動車火災については、2012年11月の経営計画見直し時に金融サービス事業等から国内損害保険事業へ区分
を変更した

資料編



57

将来予想に関する記述について

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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